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２　市民生活実感評価
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※令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により調査を一時休止しています。
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１　客観指標評価

施策の評価

‐

施策に関係する
主な分野別計画等

京都市人権文化推進計画

担当局・部室

上位政策 2　人権・男女共同参画

文化市民局・共生社会推進室

施策番号 0201

施策名 すべてのひとの人権を尊重する人権文化の構築

　暮らしの中で互いの人権を尊重し合う習慣が根付いた人権文化を構築するため
に，人権上のさまざまな課題に対応し，行政分野それぞれを連動させながら取組を
進める。

概要
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人権文化の構築に関わる取組として全庁で
実施する新規及び改善等の事業数（件）
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客観指標総合評価

市民生活実感調査総合評価
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くらしのなかで互いの人権を尊重し合
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＜総合評価＞

B B 令和2 C

＜原因分析＞
客観指標総合評価
☑ ｂ評価以上であり，施策の効果が客観指標に表れている。
□ ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

市民生活実感調査総合評価
□ ｂ評価以上であり，施策の効果が市民の実感に表れている。
☑ ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

＜この施策を構成する事務事業＞　（令和元年度又は令和2年度新規事業）
過去５年間(平成22～26年度)の新規及び改善等の事業数の平均値を基に今年度実施すべき新規及び改善等の事業数を設定

0 17953

＜今後の方向性＞

□　客観指標

☑　市民の実感

施策の目的がそこそこ達成されてい
る

平成30 令和元

重
み
付
け

　人権に関する政策分野は，市民の実感が向上して初めて施策目的が達成できる分
野であることから，評価指標としては，市民生活実感調査の方が客観指標より適し
ているため。

・ひとりひとりの人権が尊重され，いきいきと暮らせるまちを目指し，様々な人権文化の構築
に関わる取組を実施しているものの，ひとりひとりが人権尊重の意識を生活実感やそれぞれの
行動に結びつける段階までには至っていないことが考えられる。

今後の方向性の検討

事業名

事業費の状況（千円） 令和2年度事務事業
評価結果における
目標達成度評価

担当局令和元年度
決算額

令和2年度
予算額

1 性の多様性の理解及びLGBT等の性的少数者の社会参加の促進プロジェクト - 文化市民局

2

3

4

5

・くらしの中で互いの人権を尊重し合う習慣と行動の広がりが課題となっていることから，人権
尊重に関する意識の向上を図る。
・人権文化推進計画に基づき実施する様々な取組を関係機関と連携しながら推進することによ
り，「人権文化の息づくまち・京都」の実現を目指す。

＊予算額には人件費及び施設管理に係る経費を含みます。



１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 86.4%

数値 目標年次 達成度

数値 ‐ ‐

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

平成30 令和元 令和2

a a b

担当課 共生社会推進室 連絡先 ３６６－０３２２

施策名 0201 すべてのひとの人権を尊重する人権文化の構築

指標名 人権文化の構築に関わる取組として全庁で実施する新規及び改善等の事業数（件）

数値 根拠

過去５年間(平成26～30年度)の新規及び改善等の事業数
の平均値を基に当年度実施すべき新規及び改善等の事業
数を設定

備考

人権文化推進計画に基づき作成している年度ごとの事業計画に掲載した「人権文化の構築に関わる取組」の新規
及び改善等の事業数

本市における「人権文化の構築に関わる取組」
の状況を示す指標

算出方法：人権文化推進計画に基づき作成した事業計画より算出
出典：事業担当調べ

前回数値 最新数値
推移

目標値

平成30年度 令和元年度

24 19 5件減 22

平成26年度　22件
平成27年度　28件
平成28年度　14件
平成29年度　22件
平成30年度　24件

根拠

単年度目標に対する達成度が
ａ：100％以上
ｂ：80％以上～100％未満
ｃ：60％以上～80％未満
ｄ：40％以上～60％未満
ｅ：40％未満

目標値以上の実施をａとし，目標に対
する達成度により以下20％刻みで基準
を設定した。

全国順位
中長期目標


